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研究成果の概要（和文）：本研究は、日本農業の基層構造に「イエとムラ」の存続という価値規範があるという
仮説に立って、栃木県と徳島県を対象地として、歴史的な観点から調査研究を行った。この２つの県は、東日本
と西日本を代表し、かつ共に大都市に近い都市近郊農村である。その結果、両地域において、江戸時代以来、今
日まで150年以上にわたって地域農業のリーダーとして農業経営を継続してきた永続農家が見いだされた。いず
れも、戦後の農地改革で農地を奪われていたのもかかわらずである。このことから本研究は、農地改革に対する
再検討を行い、それが多くの地域リーダーの耕作地主に犠牲を強いるものだったことを明らかにした。

研究成果の概要（英文）：Based on the hypothesis that the basic structure of Japanese agriculture has
 a value norm of the continuation of 'Ie(hausehoid)' and 'Mura(villages)', this study focused on 
Tochigi and Tokushima prefectures and conducted research from a historical perspective.These two 
prefectures represent eastern and western Japan, and both are suburban farming villages near big 
cities.As a result, permanent farmers who have continued farming as leaders of regional agriculture 
for more than 150 years since the Edo period were found in both regions.This is despite the fact 
that they had been deprived of their farmland due to post-war land reforms.From this, this study 
reexamined the land reform and clarified that it forced sacrifices to many regional leaders' 
cultivating landowners.

研究分野：日本農業史
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究は、日本農業を土地制度の発展の歴史として捉える通説的な”歴史像”に対して、江戸時代後期に成立し
た「イエとムラ」という基層構造が地租改正や農地改革を貫通して現代に至るという新たな”歴史像”を提起し
た。本研究では、江戸時代に起源を持ち地域農業のリーダーとして代々活躍し、農地改革において農地を買収さ
れても、その子孫が戦後の地域農業のリーダーである農家を見いだした。それに加えて、本研究は農地改革に対
する評価を根本的に見直して、コミンテルンの影響を強く受けたものだったことを明らかにした。それにより、
本研究は日本農業の”歴史像”に対する重要な問題提起を行った。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
 本研究が当初着目したのは、日本農業が農家戸数の激減と経営耕地面積の減少が続き、本格的
な縮小再編過程にある中で、大都市近郊の栃木県や徳島県には、認定農業者数も多く、後継者も
残る町村があるという事実だった。しかも、その認定農業者の多くが先祖代々続く家族経営（イ
エ）で、藩政期にまでルーツを遡ることができる“永続農家”である。これに対して、研究代表
者は、日本における農地制度と家族制度の歴史的考察から「日本農業の基層構造」という表現を
用いて、今日につながる日本農業の基本的特質を近世後半期に構造化された「イエとムラの存続
を最大の価値規範」（玉真之介『グローバリゼーションと日本農業の基層構造』筑波書房、2013、
134頁）とする点に求めていた。この提起は 1990年代のことであったが、当時は地租改正や農
地改革を農業資本主義化の階梯と捉える「土地問題史観」がわが国の農業史研究において圧倒的
な影響力を持っており、近世から現代までを小経営的生産様式の“連続性”で捉える非常識な歴
史理解として等閑された。しかし、現在の日本農業を歴史的な変動局面と捉えるならば、歴史的
なパースペクティブに立って、日本農業の基層構造としての「イエとムラ」という基本的特質を
正しく踏まえ直すことが必要である。その際、中核的な永続農家が分厚く残る栃木県も徳島県も
大都市圏に近いことから、そこに「近世後期に構造化されたイエとムラの連続性という日本農業
の基本的特質は、商品市場と労働市場の発達を構成要件としていた」という仮説が浮かび上がっ
てくる。そうであるなら、この 2 つの対象地の特定集落を江戸時代から現在まで通史的に分析
することで、日本農業の農家（イエ）と集落（ムラ）の「理念型」を検出できるのではないか。
本研究の当初の目論見はそこにあった。 
 
２．研究の目的 
 本研究の目的は、上記の仮説に立って、東京と大阪から“ほどよい距離”（近すぎれば都市化
の影響により農業地帯としての性格が薄れる）により、商品市場と労働市場が発達した東日本の
栃木県、西日本の徳島県を対象地として、１つの町村の１つの集落を江戸時代まで遡り、イエと
ムラの基本的特質を理念型としてモデル化することである。特に、これまでのイエ・ムラ研究は、
主に社会学が中心であったために、市場経済に対する分析がきわめて手薄であった。しかし、イ
エの存続には農業所得の安定的獲得のための商品市場の発達が不可欠であり、分家圧力の軽減
やムラの下層の兼業所得のためには労働市場の発達も不可欠と言える。つまり、商品市場と労働
市場の発達こそが「イエとムラ」の連続性を担保する最重要な環境要件と考えられる。それゆえ、
この研究では、縦軸として江戸時代から明治維新後の近代、そして戦後の現代を貫通的な歴史研
究を展開するとともに、横軸としては永続農家の商品市場と労働市場への適応に焦点を当てて
分析を行い、日本農業の農家（イエ）と集落（ムラ）の「理念型」を検出することを研究開始時
点での目的とした。 
 
３．研究の方法 
 本研究では、目的を達成するために、専門分野の異なる 3 名の研究者による研究組織を構成
して研究を行うこととした。1名は栃木県の江戸時代を対象に、商品市場と労働市場への農業の
適応の研究を行ってきた平野哲也である。もう 1 人は、徳島県における現状の野菜生産を中心
に、市場への適応と産地形成の研究を行ってきた橋本直史である。そして、この江戸時代と現状
とを総合し、研究目的の達成に向けて全体総括を行うのが研究代表者の玉真之介である。その際、
平野が栃木県での研究を踏まえて、徳島県に調査に出かけて江戸時代の分析を行い、両県の江戸
時代農業の比較を行うこと、反対に、橋本が徳島県での研究を踏まえて、栃木県に出かけて調査
を行い野菜の産地形成を徳島県と比較することが、当初に計画した研究方法であった。ただし、
この方法は、本研究の実施期間が完全にコロナの波状的な感染拡大と重なってしまったため、事
実上、実施不能となってしまった。 
 そこで、平野と橋本は本研究の目的を意識しつつ、従来通りに栃木県と徳島県に分かれて研究
を行い、研究代表者の玉がそれらの成果を踏まえつつ、従来にはなかった観点から既存文献の問
い直しを行い、「イエとムラ」の“連続性”という仮説の検証を目指す研究を行った。 
 
４．研究成果 
 本研究の第 1の成果は、研究目的に述べた「イエとムラ」の“連続性”という仮説を、栃木県
や徳島県の研究分担者の研究やその他の既存研究から内容を煮詰めて、江戸時代後期に成立し
た原型が時代の変化に適応して“進化”していくという新しい“歴史像”として提示したことで
ある。より具体的には、近世に成立した「イエとムラ」という原型が 1.0 であり、それが明治以
降の自由主義経済体制に適応して 2.0 となり、第１次大戦後の総力戦体制の下で食糧管理法と
農業会の成立によって 3.0 となり、そのまま戦後に持ち越され、1990 年代以降のグローバリゼ
ーションの下で 3.0 が壊れていくと同時に新たな適応も見られるのが 4.0、そして、2020 年前後
に始まる米中新冷戦とコロナパンデミック、ロシアのウクライナ侵攻により食料安全保障が最
重要課題となる中で、5.0 への進化を開始しているという農業史像の「超連続説」である。 
 この研究成果は、「『イエとムラ』5.0」として『帝京経済学研究』54（2）（2021）に発表した



後、賛否両論のコメントを多くの研究者からもらって、改めて内容の推敲を行い、『日本農業 5.0
次の進化は始まっている』筑波書房（2022）として出版公表した。これは、上記の「研究の背景」
に書いた地租改正や農地改革を農業資本主義化の階梯と捉える「土地問題史観」に対する完全な
オルタナティブであり、「超連続説」に立つ“農業史像”として学会に積極的にアピールすると
ともに、今後のさらなる研究成果を積み重ねて内容の充実を図る予定である。 
 第 2の成果は、農地改革の評価に対する根本的な見直しに着手したことである。その契機とな
ったのは、栃木県における地域農業のリーダーとして現在も活躍する江戸時代以来の永続農家
（岡田家）、徳島県の地域農業のリーダーとして現在も活躍する江戸時代以来の永続農家（中川
家）の両方ともが、戦前はいわゆる貸付地を持つ耕作地主であり、農地改革で農地を強制買収さ
れていたことがわかったことに始まる。本研究では、コロナ禍で十分な聞き取り調査ができなか
ったため、農地改革の再評価に焦点を絞って、既存研究の見直しを進めて、「農地改革の真実」
（その 1～5）『帝京経済学研究』54(1)～56(2)として公表した。その結論は、従来の「占領期の
諸改革の中で最も成功した改革」という通説が 100 万戸におよぶ中小零細な耕作地主の犠牲を
完全に見落としたものであること、しかもそのような評価が生まれた理由は多くの研究者がソ
連で作られたコミンテルン史観に影響されていた結果であることを明らかにした。 
 またそれと関連して、第 3の成果として、これまでの“悪徳地主”に虐げられた小作農民の階
級闘争として専ら研究されてきた「1920 年代の小作争議」が、実はロシア革命後に大学生など
のインテリゲンチャに浸透した社会主義思想によって作り上げられたプロパガンダであること
を、新潟県木崎村小作争議を事例として明らかにしたことである。それは、『新潟県木崎村小作
争議：百年目の真実』北方新社（2023）として刊行した。 
 以上により本研究は、研究実施期間がコロナ禍と完全に重なったことにより栃木県と徳島県
を対象地とした、江戸時代から現在までの永続農家を研究するという当初の研究計画は必ずし
も十分に実施できなかった。しかし、その一方で、そこで構想した内容を様々な既存研究により、
より内容豊かな“歴史像”として提示することができた。コロナもほぼ終息していることから、
栃木県と徳島県の比較という調査研究は今後の課題としたい。 
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 ４．巻
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 １．著者名
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 オープンアクセス  国際共著
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 １．著者名



2023年

〔学会発表〕　計3件（うち招待講演　0件／うち国際学会　1件）

2021年

2023年

2023年

アジア農業経済学会（国際学会）

 ２．発表標題

 ２．発表標題

 ２．発表標題

 ４．発表年

 １．発表者名

 １．発表者名

 １．発表者名

玉真之介

玉真之介

玉真之介

 ３．学会等名
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農業基本法は2.0から3.0へ：ﾊﾞｯｸｷｬｽﾃｨﾝｸﾞによる課題の明確化
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